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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の画素を有する画素アレイ部と、前記画素アレイ部の周辺に配置された周辺回路部
とを含む固体撮像装置を製造する製造方法であって、
　前記画素アレイ部を構成する素子および前記周辺回路部を構成する素子を有する半導体
基板の上に配線構造を形成する工程と、
　前記画素アレイ部における前記配線構造に複数の光導波路を形成するための複数の開口
を形成する工程と、
　前記複数の開口に光導波路材料が充填されるように前記画素アレイ部および前記周辺回
路部に前記光導波路材料からなる膜を形成する工程と、
　前記光導波路材料からなる前記膜を平坦化する工程と、
　前記周辺回路部における平坦化された前記膜をエッチングする工程と、を含み、
　前記配線構造は、層間絶縁膜の溝に配置された導電性パターンと、前記導電性パターン
を覆う拡散防止膜とを含み、前記導電性パターンは、第１方向に平行な複数の主ラインと
、前記複数の主ラインを相互に接続する複数の補助ラインとを含み、
　前記第１方向に直交する第２方向における前記複数の主ラインの各々の幅は、２５０ｎ
ｍ以上かつ２０００ｎｍ以下であり、
　前記複数の主ラインにおける隣り合う主ラインの間隔は、５００ｎｍ以下であり、
　前記第１方向における前記複数の補助ラインの各々の幅は、４００ｎｍより小さく、
　前記複数の主ラインが、第１ラインと、第２ラインと、前記第１ラインと前記第２ライ



(2) JP 6982977 B2 2021.12.17

10

20

30

40

50

ンとの間に配置された第３ラインと、を含み、
　前記第１方向に平行で前記第１ラインに重なる第１辺、および、前記第１方向に平行で
前記第２ラインに重なる第２辺を有する正方形の領域が、前記正方形の領域の中に前記複
数の補助ラインの少なくとも１つを含むように定義され、
　前記正方形の領域の中における前記導電性パターンの面積を前記正方形の領域の面積で
除した値が０．９以下であり、これにより、前記膜の圧縮応力によって前記導電性パター
ンから前記拡散防止膜が剥がれることが抑制される、
ことを特徴とする固体撮像装置の製造方法。
【請求項２】
　前記第２方向における前記複数の主ラインの各々の幅は、前記第１方向における前記複
数の補助ラインの各々の幅より大きい、
　ことを特徴とする請求項１に記載の固体撮像装置の製造方法。
【請求項３】
　複数の画素を有する画素アレイ部と、前記画素アレイ部の周辺に配置された周辺回路部
とを含む固体撮像装置を製造する製造方法であって、
　前記画素アレイ部を構成する素子および前記周辺回路部を構成する素子を有する半導体
基板の上に配線構造を形成する工程と、
　前記画素アレイ部における前記配線構造に複数の光導波路を形成するための複数の開口
を形成する工程と、
　前記複数の開口に光導波路材料が充填されるように前記画素アレイ部および前記周辺回
路部に前記光導波路材料からなる膜を形成する工程と、
　前記光導波路材料からなる前記膜を平坦化する工程と、
　前記周辺回路部における平坦化された前記膜をエッチングする工程と、を含み、
　前記配線構造は、層間絶縁膜の溝に配置された導電性パターンと、前記導電性パターン
を覆う拡散防止膜とを含み、前記導電性パターンは、第１方向に平行な複数の主ラインと
、前記複数の主ラインを相互に接続する複数の補助ラインとを含み、前記第１方向に直交
する第２方向における前記複数の主ラインの各々の幅は、前記第１方向における前記複数
の補助ラインの各々の幅より大きく、
　前記第２方向における前記複数の主ラインの各々の幅は、２５０ｎｍ以上かつ２０００
ｎｍ以下であり、
　前記第１方向における前記複数の補助ラインの各々の幅は、４００ｎｍ以上かつ２００
０ｎｍ以下であり、
　前記複数の主ラインが、第１ラインと、第２ラインと、前記第１ラインと前記第２ライ
ンとの間に配置された第３ラインと、を含み、
　前記第１方向に平行で前記第１ラインに重なる第１辺、および、前記第１方向に平行で
前記第２ラインに重なる第２辺を有する正方形の領域が、前記正方形の領域の中に前記複
数の補助ラインの少なくとも１つを含むように定義され、
　前記正方形の領域の中における前記導電性パターンの面積を前記正方形の領域の面積で
除した値が０．７５以下であり、これにより、前記膜の圧縮応力によって前記導電性パタ
ーンから前記拡散防止膜が剥がれることが抑制される、
ことを特徴とする固体撮像装置の製造方法。
【請求項４】
　前記第２方向における前記複数の主ラインの各々の幅は、４００ｎｍ以上である、
　ことを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項に記載の固体撮像装置の製造方法。
【請求項５】
　前記複数の主ラインにおける隣り合う主ラインの間隔は、１４０ｎｍ以上かつ５００ｎ
ｍ以下である、
　ことを特徴とする請求項１乃至４のいずれか１項に記載の固体撮像装置の製造方法。
【請求項６】
　前記複数の主ラインにおける隣り合う任意の主ラインと前記複数の補助ラインにおける
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隣り合う任意の補助ラインとによって囲まれる部分の面積が５６００００ｎｍ２以上かつ
２００００００ｎｍ２以下である、
　ことを特徴とする請求項１乃至５のいずれか１項に記載の固体撮像装置の製造方法。
【請求項７】
　前記導電性パターンにおける前記複数の主ラインの数は、１２以上である、
　ことを特徴とする請求項１乃至６のいずれか１項に記載の固体撮像装置の製造方法。
【請求項８】
　前記配線構造は、複数の配線層を含み、前記導電性パターンは、前記複数の配線層のう
ち最上の配線層に配置されている、
　ことを特徴とする請求項１乃至７のいずれか１項に記載の固体撮像装置の製造方法。
【請求項９】
　前記導電性パターンは、銅を主成分とする配線層である、
　ことを特徴とする請求項８に記載の固体撮像装置の製造方法。
【請求項１０】
　前記拡散防止膜は、炭化シリコン（ＳｉＣ）および酸化炭化シリコン（ＳｉＯＣ）の少
なくとも一方を含む、
　ことを特徴とする請求項９に記載の固体撮像装置の製造方法。
【請求項１１】
　前記配線構造は、前記拡散防止膜の上に絶縁膜を有し、前記絶縁膜は、５００ｎｍ以下
の厚さを有する、
　ことを特徴とする請求項１０に記載の固体撮像装置の製造方法。
【請求項１２】
　前記膜をエッチングする工程では、前記複数の光導波路と同一材料で構成され前記複数
の光導波路から延びた部分が前記配線構造の上に残るように前記膜をエッチングする、
　ことを特徴とする請求項１乃至１１のいずれか１項に記載の固体撮像装置の製造方法。
【請求項１３】
　前記配線構造は、前記周辺回路部に配置された光導波路を有しない、
　ことを特徴とする請求項１２に記載の固体撮像装置の製造方法。
【請求項１４】
　前記膜をエッチングする工程では、前記複数の光導波路から延びた前記部分が前記導電
性パターンの上には存在しないように前記膜をエッチングする、
　ことを特徴とする請求項１２又は１３に記載の固体撮像装置の製造方法。
【請求項１５】
　前記複数の光導波路は、窒化シリコンまたは酸化シリコンを含む、
　ことを特徴とする請求項１２乃至１４のいずれか１項に記載の固体撮像装置の製造方法
。
【請求項１６】
　前記層間絶縁膜は、酸化シリコンまたは酸化炭化シリコンを含む、
　ことを特徴とする請求項１乃至１５のいずれか１項に記載の固体撮像装置の製造方法。
【請求項１７】
　前記導電性パターンは、前記複数の主ラインおよび前記複数の補助ラインのいずれかに
接続されたプラグを含む、
　ことを特徴とする請求項１乃至１６のいずれか１項に記載の固体撮像装置の製造方法。
【請求項１８】
　前記複数の補助ラインは、前記複数の主ラインのうち少なくとも２つの主ラインを相互
に接続し他の主ラインを接続しないように前記第２方向に平行に延びた補助ラインを含む
、
　ことを特徴とする請求項１乃至１７のいずれか１項に記載の固体撮像装置の製造方法。
【請求項１９】
　前記複数の補助ラインは、前記複数の主ラインのうち第１グループを構成する主ライン
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を相互に接続する第１補助ラインと、前記複数の主ラインのうち第２グループを構成する
主ラインを相互に接続する第２補助ラインとを含み、前記第１グループを構成する主ライ
ンの少なくとも一部は、前記第２グループを構成する主ラインと異なり、前記第１方向に
おける前記第１補助ラインの位置と、前記第１方向における前記第２補助ラインの位置と
が互いに異なる、
　ことを請求項１乃至１７のいずれか１項に記載の固体撮像装置の製造方法。
【請求項２０】
　前記導電性パターンは、固定電圧が印加されるパターンである、
　ことを特徴とする請求項１乃至１９のいずれか１項に記載の固体撮像装置の製造方法。
【請求項２１】
　前記導電性パターンは、前記周辺回路部に配置されている、
　ことを特徴とする請求項１乃至２０のいずれか１項に記載の固体撮像装置の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、固体撮像装置の製造方法の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　固体撮像装置の画素数の増大に伴って、信号ラインにおける信号の遅延時間を低減する
ことが重要となっている。そのため、配線層の材料として銅を主成分とする材料が使用さ
れることが多くなってきた。１つの配線層には、信号ラインの他に、電源ラインおよび接
地ラインも配置されうる。よって、信号ラインとともに電源ラインおよび接地ラインも銅
を主成分とする材料で構成されうる。銅を主成分とする材料で信号ライン、電源ラインお
よび接地ライン等のパターンを形成するために、ダマシンプロセスが使用されうる。よく
知られているように、ダマシンプロセスは、層間絶縁膜に溝を形成しその溝に配線材料が
充填されるように配線材料の膜を形成し、その後に当該膜の不要な部分を除去するために
ＣＭＰ工程を実施するプロセスである。
【０００３】
　固体撮像装置では、固定パターンノイズを低減するために、電源ラインおよび接地ライ
ンにおける電圧降下を小さくする必要があり、そのために、電源ラインおよび接地ライン
等のパターンの幅を広くしたいとの要求がある。あるいは、制御信号等を伝達するための
信号ラインにおいても、電圧降下を小さくすることが求められることがあるかもしれない
。
【０００４】
　パターンの幅を広くすると、ＣＭＰ工程においてディシングが発生しうる。配線材料の
ＣＭＰ工程は、配線材料の研磨レートが絶縁材料の研磨レートよりも高い条件で実施され
るので、パターンの幅が広い領域では、パターンの幅が狭い領域よりも研磨レートが高く
なるために配線材料が過剰に研磨されて窪みが形成される（特許文献１参照）。これがデ
ィッシングである。ディッシングを低減するための技術として、幅が広いパターンに対し
て、破線を構成するように複数のスリットを設けることが考えられる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００９－２５９９６７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、幅が広いパターンに対して破線を構成するように複数のスリットを設け
ると、該パターンの上に形成される膜と該パターンとの密着性（結合力）が低下し、該パ
ターンから該膜が剥がれやすくなりうる。膜の剥がれが生じると、固体撮像装置の信頼性
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が低下する。信頼性の低下は歩留まりの低下にも影響しうる。
【０００７】
　本発明は、層間絶縁膜の溝に導電性パターンが配置された構造を有する固体撮像装置の
信頼性を向上させるために有利な技術を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の１つの側面は、複数の画素を有する画素アレイ部と、前記画素アレイ部の周辺
に配置された周辺回路部とを含む固体撮像装置を製造する製造方法に係り、前記製造方法
は、前記画素アレイ部を構成する素子および前記周辺回路部を構成する素子を有する半導
体基板の上に配線構造を形成する工程と、前記画素アレイ部における前記配線構造に複数
の光導波路を形成するための複数の開口を形成する工程と、前記複数の開口に光導波路材
料が充填されるように前記画素アレイ部および前記周辺回路部に前記光導波路材料からな
る膜を形成する工程と、前記光導波路材料からなる前記膜を平坦化する工程と、前記周辺
回路部における平坦化された前記膜をエッチングする工程と、を含み、前記配線構造は、
層間絶縁膜の溝に配置された導電性パターンと、前記導電性パターンを覆う拡散防止膜と
を含み、前記導電性パターンは、第１方向に平行な複数の主ラインと、前記複数の主ライ
ンを相互に接続する複数の補助ラインとを含み、前記第１方向に直交する第２方向におけ
る前記複数の主ラインの各々の幅は、２５０ｎｍ以上かつ２０００ｎｍ以下であり、前記
複数の主ラインにおける隣り合う主ラインの間隔は、５００ｎｍ以下であり、前記第１方
向における前記複数の補助ラインの各々の幅は、４００ｎｍより小さく、前記複数の主ラ
インが、第１ラインと、第２ラインと、前記第１ラインと前記第２ラインとの間に配置さ
れた第３ラインと、を含み、前記第１方向に平行で前記第１ラインに重なる第１辺、およ
び、前記第１方向に平行で前記第２ラインに重なる第２辺を有する正方形の領域が、前記
正方形の領域の中に前記複数の補助ラインの少なくとも１つを含むように定義され、前記
正方形の領域の中における前記導電性パターンの面積を前記正方形の領域の面積で除した
値が０．９以下であり、これにより、前記膜の圧縮応力によって前記導電性パターンから
前記拡散防止膜が剥がれることが抑制される。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、層間絶縁膜の溝に導電性パターンが配置された構造を有する固体撮像
装置の信頼性を向上させるために有利な技術が提供される。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の１つの実施形態のカメラおよびそれを構成する固体撮像装置の構成を示
す図。
【図２】画素アレイ部を構成する画素の構成例を示す図。
【図３】固体撮像装置に配置されうる導電性パターン（ａ）および予備実験のための導電
性パターン（ｂ）を模式的に示す図。
【図４Ａ】固体撮像装置の構造および製造方法を示す模式的な断面図。
【図４Ｂ】固体撮像装置の構造および製造方法を示す模式的な断面図。
【図４Ｃ】固体撮像装置の構造および製造方法を示す模式的な断面図。
【図４Ｄ】固体撮像装置の構造および製造方法を示す模式的な断面図。
【図５】主ラインの幅と拡散防止膜の剥がれによる歩留まりの低下との関係を評価した結
果（ａ）、および、主ラインの間隔と拡散防止膜の剥がれによる歩留まりの低下との関係
を評価した結果（ｂ）を示す図。
【図６】補助ラインを有しない導電性パターンと補助ラインを有する導電性パターンとに
ついて拡散防止膜の剥がれによる歩留まりの低下を評価した結果を示す図。
【図７】補助ラインの幅が４００ｎｍより小さい条件の下で導電性パターンの占有率と拡
散防止膜の剥がれるによる歩留まり低下との関係を評価した結果を示す図。
【図８】補助ラインの幅が４００ｎｍ以上かつ２０００ｎｍ以下の条件の下で導電性パタ
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ーンの占有率と拡散防止膜の剥がれるによる歩留まり低下との関係を評価した結果を示す
図。
【図９】本発明の第３実施形態の導電性パターンの構成を示す図。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、添付図面を参照しながら本発明をその例示的な実施形態を通して説明する。本実
施形態は、後述する光導波路を有する表面照射型の固体撮像装置において特に好適である
が、光導波路を有しなし表面照射型の固体撮像装置にも適用可能であり、裏面照射型の固
体撮像装置にも適用可能である。
【００１２】
　まず、後述の第１乃至第３実施形態において共通な事項について説明する。図１には、
本発明の１つの実施形態のカメラ１０００の構成が示されている。カメラの概念には、撮
影を主目的とする装置のみならず、撮影機能を補助的に備える装置（例えば、パーソナル
コンピュータ、携帯端末）も含まれる。カメラ１０００は、固体撮像装置１００１と、固
体撮像装置１００１から出力される信号を処理する処理部１００２とを備えている。固体
撮像装置１００１は、画素アレイ部１０１１と、行選択回路（例えば、垂直走査回路）１
０１２と、読出回路１０１３と、列選択回路（例えば、水平走査回路）１０１４と、出力
回路１０１５とを備えうる。画素アレイ部１０１１は、複数の行および複数の列を構成す
るように配置された複数の画素を有する。読出回路１０１３は、複数の列回路を有し、該
複数の列回路は、行選択回路１０１２によって選択された画素から、画素アレイ部１０１
１の複数の列信号線を介して、信号を読み出す。各列回路は、例えば、アンプ、ＣＤＳ回
路、演算回路、ＡＤ変換器等を含みうる。列選択回路１０１４は、画素アレイ部１０１１
のうち行選択回路１０１２によって選択された複数の画素から読出回路１０１３によって
読み出された信号を順次に出力回路１０１５に伝送する。図１に示された例では、画素ア
レイ部１０１１の一方の側に１つの組の読出回路１０１３および列選択回路１０１４が配
置され、画素アレイ部１０１１の他方の側に他の１つの組の読出回路１０１３および列選
択回路１０１４が配置されている。出力回路１０１５は、例えば、複数の出力バッファを
含みうる。
【００１３】
　固体撮像装置１００１は、更に、出力回路１０１５を構成する複数の出力バッファから
の信号を出力する複数の出力パッド１０１６と、電源電圧パッド１０１７と、接地電圧パ
ッド１０１８と、電源電圧ライン１０１９と、接地電圧ライン１０２０とを備えうる。電
源電圧ライン１０１９は、電源電圧パッド１０１７に接続され、画素アレイ部１０１１、
行選択回路１０１２、読出回路１０１３、列選択回路１０１４および出力回路１０１５に
電源電圧を供給する。電源電圧パッド１０１７および電源電圧ライン１０１９は、複数系
統に分割されていてもよい。接地電圧ライン１０２０は、接地電圧パッド１０１８に接続
され、画素アレイ部１０１１、行選択回路１０１２、読出回路１０１３、列選択回路１０
１４および出力回路１０１５に接地電圧を供給する。
【００１４】
　図２には、画素アレイ部１０１１を構成する画素の構成例が示されている。画素は、１
又は複数の光電変換部を有する構成要素である。通常は、１つのマイクロレンズを共有す
る光電変換部が１つの画素を構成しうる。例えば、１つのマイクロレンズに対して設けら
れた光電変換部が１つであれば、１つの光電変換部が１つの画素を構成しうる。また、１
つのマイクロレンズに対して設けられた光電変換部が２つであれば、２つの光電変換部が
１つの画素を構成しうる。
【００１５】
　図２に示された例では、４つの光電変換部２０１、２０２、２０３、２０４と、４つの
転送トランジスタ２０５、２０６、２０７、２０８と、１つのリセットトランジスタ２１
０と、１つの増幅トランジスタ２１２とで１つの画素セル２００が構成されている。ここ
で、１つの画素セル２００によって４つの画素が構成されてもよいし、２つの画素が構成
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されてもよいし、１つの画素が構成されてもよい。画素セル２００は、電荷電圧変換部２
０９を含みうる。電荷電圧変換部２０９は、フローティングディフュージョンを含みうる
。光電変換部２０１、２０２、２０３、２０４は、入射光の光量に応じた電荷を発生し蓄
積する。転送トランジスタ２０５、２０６、２０７、２０８は、それぞれ光電変換部２０
１、２０２、２０３、２０４に蓄積された電荷を電荷電圧変換部２０９に転送する。
【００１６】
　画素アレイ部１０１１以外の構成要素（図１の例では、行選択回路１０１２、読出回路
１０１３、列選択回路１０１４、出力回路１０１５、出力パッド１０１６、電源電圧パッ
ド１０１７、接地電圧パッド１０１８）は、周辺回路部を構成する。
【００１７】
　図２に示された例では、光電変換部２０１、２０２、２０３、２０４は、アノードが接
地電圧ラインに接続され、カソードが転送トランジスタ２０５、２０６、２０７、２０８
に接続されたフォトダイオードで構成されている。電荷電圧変換部２０９は、増幅トラン
ジスタ２１２のゲートに接続されている。増幅トランジスタ２１２のドレインは、電圧供
給ライン２１１に接続され、増幅トランジスタ２１２のソースは、列信号線２１３に接続
されている。増幅トランジスタ２１２は、そのゲートに与えられる電圧に応じた電圧を列
信号線２１３に出力する。列信号線２１３は、前述の読出回路１０１３の列回路に接続さ
れている。リセットトランジスタ２１０は、ドレインが電圧供給ライン２１１に接続され
、ソースが電荷電圧変換部２０９に接続されていて、電荷電圧変換部２０９の電圧を設定
する。電圧供給ライン２１１には、第１電圧および第２電圧が選択的に供給されうる。電
圧供給ライン２１１に第１電圧が供給されている状態でリセットトランジスタ２１０が導
通状態にされると、画素セル２００は、増幅トランジスタ２１２が列信号線２１３を駆動
することができる状態である選択状態に設定される。電圧供給ライン２１１に第２電圧が
供給されている状態でリセットトランジスタ２１０が導通状態にされると、画素セル２０
０は、増幅トランジスタ２１２が列信号線２１３を駆動することができない状態である非
選択状態に設定される。
【００１８】
　図３（ａ）には、固体撮像装置１００１に配置されうる導電性パターン５００が模式的
に示されている。導電性パターン５００は、固定電圧（例えば、電源電圧、接地電圧）が
印加されるパターンでありうる。例えば、前述の電源電圧ライン１０１９および接地電圧
ライン１０２０は、図３（ａ）に模式的に示される導電性パターン５００で構成されうる
。信号ラインも、導電性パターン５００で構成されてもよい。また、画素アレイ部に配置
されるラインも、導電性パターン５００で構成されてもよい。なお、図３（ａ）では、作
図上の便宜のために、導電性パターン５００の全長の一部が切り出して示されている。一
例において、導電性パターン５００を構成する主ライン５０１の数は８～１６、例えば１
２でありうる。
【００１９】
　以下では、互いに直交する第１方向および第２方向を基準として説明を行う。しかし、
これは導電性パターン５００の構成要素の構造および寸法を説明するための便宜的な表現
に過ぎず、導電性パターン５００が固体撮像装置１００１において配置される方向を限定
するものではない。
【００２０】
　導電性パターン５００は、半導体基板の上に配置された配線構造において、層間絶縁膜
の溝に配置される。導電性パターン５００は、第１方向に平行な複数の主ライン５０１と
、複数の主ライン５０１を相互に接続する複数の補助ライン５０２とを含む。ここで、複
数の主ライン５０１を相互に区別して説明する際には、５０１ａ、５０１ｂ、５０１ｃ、
５０１ｄのように記載する。また、複数の補助ライン５０２を相互に区別して説明する際
には、５０２ａ、５０２ｂ、５０２ｃ、５０２ｄ、５０２ｅ、５０２ｆのように記載する
。
【００２１】
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　以下では、第２方向における主ライン５０１の幅をＷａとし、第１方向における補助ラ
イン５０２の幅をＷｂとする。また、隣り合う主ライン５０１の間隔（例えば、主ライン
５０１ａと主ライン５０１ｂとの間隔）をＳａとし、隣り合う補助ライン５０２の間隔（
例えば、補助ライン５０２ａと補助ライン５０２ｂとの間隔）をＳｂとする。隣り合う主
ライン５０１の間に複数の補助ライン５０２を設けることによって、破線を構成するよう
に配置された複数のスリット５１０が形成される。
【００２２】
　以下、図４Ａ～図４Ｄを参照しながら固体撮像装置１００１の構造をその製造方法とと
もに説明する。固体撮像装置１００１は、複数の画素を有する画素アレイ部１０３（前述
の画素アレイ部１０１１に相当）と、画素アレイ部１０３の周辺に配置された周辺回路部
１０４とを含む。固体撮像装置１００１は、半導体基板１０１と、半導体基板１０１の上
に配置された配線構造ＷＳＴとを備える。
【００２３】
　断面図ＣＳ１には、半導体基板１０１の上に配線構造ＷＳＴが形成された状態が模式的
に示されている。半導体基板１０１は、画素アレイ部１０３を構成する素子（例えば、光
電変換部１０２（前述の光電変換部２０１～２０４に相当））、および、周辺回路部１０
４を構成する素子（例えば、トランジスタ１０６）を有する。また、半導体基板１０１は
、素子分離１０５を有する。配線構造ＷＳＴは、半導体基板１０１の上にゲート絶縁膜を
介して配置されたゲート１１０、ゲート１１０の上に配置された層間絶縁膜１１１、およ
び、層間絶縁膜１１１に埋め込まれたコンタクトプラグ１０９を含みうる。コンタクトプ
ラグ１０９は、例えば、タングステンを主成分とする材料で構成され、層間絶縁膜１１１
等とコンタクトプラグ１０９との間には、例えば、チタンまたは窒化チタン等からなるバ
リアメタルが配置されうる。
【００２４】
　配線構造ＷＳＴは、更に、エッチングストップ膜１１２、複数の配線層１１５および複
数の層間絶縁膜１１３および拡散防止膜１１４を含みうる。エッチングストップ膜１１２
は、後述の光導波路の形成の際に使用されうる。複数の配線層を相互に区別して説明する
際には、１１５ａ～１１５ｃのように記載する。また、複数の層間絶縁膜１１３を相互に
区別して説明する際には、１１３ａ～１１３ｄのように記載する。また、複数の拡散防止
膜１１４を相互に区別して説明する際には、１１４ａ～１１４ｃのように記載する。エッ
チングストップ膜１１２は、後述の光導波路の形成の際に使用されうる。
【００２５】
　配線層１１５は、層間絶縁膜１１３に溝を形成し、その溝を埋めるように導電性材料（
例えば、銅を主成分とする材料）からなる膜を形成し、その後、層間絶縁膜１１３の上の
膜をＣＭＰ工程で除去することによって形成されうる導電性パターンを含みうる。溝と導
電性パターンとの間には、バリアメタル層が形成されうる。バリアメタル層は、例えばチ
タン、タンタルおよび窒化タンタルのいずかによって形成される層を含みうる。
【００２６】
　拡散防止膜１１４は、導電性材料を構成する金属原子（銅原子）が層間絶縁膜１１３中
に拡散することを防止する機能を有する。拡散防止膜１１４の屈折率が高い場合、拡散防
止膜１１４を通して光が伝搬し、感度低下および混色の原因となりうる。したがって、拡
散防止膜１１４の屈折率は低いことが望ましく、１．９以下であることが望ましい。拡散
防止膜１１４は、例えば、炭化シリコン（ＳｉＣ）および酸化炭化シリコン（ＳｉＯＣ）
の少なくとも一方を含む層でありうる。拡散防止膜１１４ｃの上には層間絶縁膜１１３ｄ
が形成されうる。層間絶縁膜１１３ｄは、例えば、酸化シリコン（ＳｉＯ）および酸化炭
化シリコン（ＳｉＯＣ）の少なくとも一方を含む膜でありうる。集光率を向上させるため
には、層間絶縁膜１１３ｄは薄い方が望ましく、例えば５００ｎｍ以下の厚さを有しうる
。ただし、層間絶縁膜１１３は、応力の低減のために、例えば１００ｎｍ以上の厚さを有
しうる。
【００２７】
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　断面図ＣＳ２には、光導波路を形成するための開口１１９を配線構造ＷＳＴに形成する
工程が示されている。開口１１９は、光電変換部１０２の上に配置される。断面図ＣＳ３
には、開口１１９に光導波路材料１１６を充填する工程が示されている。光導波路材料１
１６は、例えば、窒化シリコンまたは酸化シリコンでありうる。配線構造ＷＳＴの上に形
成された光導波路材料１１６からなる膜は、例えば、１００～６００ＭＰa程度の高い圧
縮応力を有しうる。一例において、開口１１９を光導波路材料１１６で完全に埋めるため
には、光導波路材料１１６からなる膜の厚さを２μｍ程度にする必要があり、これが高い
圧縮応力を発生させうる。
【００２８】
　周辺回路部１０４における配線層１１５ｃは、図３（ａ）に例示されたような導電性パ
ターン５００を有しうる。配線層１１５ｃの導電性パターン５００の上には、拡散防止膜
１１４ｃおよび層間絶縁膜１１３ｄが形成されうる。また、拡散防止膜１１４ｃの上には
、層間絶縁膜１１３ｄを介して、光導波路材料１１６からなる高い圧縮応力を有する膜が
配置されうる。よって、拡散防止膜１１４ｃは、光導波路材料１１６からなる膜の高い圧
縮応力の影響を受けうる。そのため、断面図ＣＳ４に例示されように、配線層１１５ｃに
配置された導電性パターン５００と拡散防止膜１１４ｃとの界面にせん断力が発生し、層
間絶縁膜１１３ｃおよび配線層１１５ｃに配置された導電性パターン５００から拡散防止
膜１１４ｃが剥がれうる。なお、拡散防止膜１１４ｃの剥がれが起こらない場合において
も、層間絶縁膜１１３ｃおよび配線層１１５ｃに配置された導電性パターン５００に対す
る拡散防止膜１１４ｃの密着性が低下し、これが以後において拡散防止膜１１４ｃが剥が
れる原因になりうる。ここでは、最も剥がれが起こりやすい拡散防止膜１１４について例
示したが、配線層１１５ａからの拡散防止膜１１４ａの剥がれ、および、配線層１１５ｂ
からの拡散防止膜１１４ｂの剥がれも起こりうる。このような剥がれを防止するために、
導電性パターン５００の構成に対して後述のような制限ないし設計規則が与えられうる。
【００２９】
　以下では、後述の制限ないし設計規則の遵守によって拡散防止膜１１４の剥がれが防止
された場合における後続工程を説明する。断面図ＣＳ５には、光導波路材料１１６からな
る膜を平坦化しパターニングする工程が示されている。まず、光導波路材料１１６からな
る膜がＣＭＰ工程によって平坦化されうる。次いで、周辺回路部１０４の上にある光導波
路材料１１６からなる膜がエッチングによって除去されうる。これにより、光導波路ＷＧ
、および、光導波路ＷＧから延びた部分ＣＰが形成されうる。部分ＣＰは、光導波路ＷＧ
と同一材料で構成され、複数の光導波路ＷＧを相互に連結する。
【００３０】
　断面図ＣＳ６には、層間絶縁膜１１３ｅ、プラグ１２０、導電膜１３０およびマイクロ
レンズ１５０を形成する工程が示されている。まず、層間絶縁膜１１３ｅが形成され、層
間絶縁膜１１３ｅにビアホールが形成され、該ビアホールに導電材料を充填することによ
ってプラグ１２０が形成される。プラグ１２０は、配線層１１５ｃに配置された導電性パ
ターン５００等の導電性パターンに接続されるように構成されうる。プラグ１２０は、例
えば、タングステンで構成されうる。次いで、プラグ１２０に接続されるようにパッドを
含む導電膜が形成される。導電膜１３０は、例えば、アルミニウムで構成されうる。次い
で、光導波路ＷＧに整合するようにマイクロレンズ１５０が形成される。マイクロレンズ
１５０は、例えば、窒化シリコンで構成されうる。
【００３１】
　次いで、半導体基板１０１（シリコン）とその上に酸化シリコン膜との界面順位をする
ため、水素ガスを含んだ雰囲気中で熱処理が行われうる。これにより、半導体基板１０１
（シリコン）のダングリングボンドが水素で終端される。この熱処理は、例えば４００℃
程度の温度で行われうる。この熱処理により、半導体基板１０１には熱応力が加わる。す
ると、仮に導電性パターン５００が後述の設計規則を遵守して設計されていない場合、断
面図ＣＳ７に例示されるように、密着性が低下した配線層１１５ｃの導電性パターン５０
０と拡散防止膜１１４ｃとの界面を起点として拡散防止膜１１４ｃが剥がれうる。
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【００３２】
　拡散防止膜１１４ｃが剥がれると、それによってパーティクルが発生し、ウエハ内にお
ける固体撮像装置１００１の歩留まりが低下しうる。また、拡散防止膜１１４ｃの下の導
電性パターン５００が露出すると、導電性パターン５００を構成する材料によって製造装
置が汚染されうる。以下で説明する制限ないし設計基準は、このような問題を解決するた
めに有利である。
【００３３】
　（第１実施形態）
　以下、本発明の第１実施形態を説明する。図３（ａ）に例示される導電性パターン５０
０は、図１および図２に例示される固体撮像装置１００１の配線層１１５、例えば周辺回
路部１０４の配線層１１５に配置されうる。ここで、導電性パターン５００は、複数の配
線層１１５ａ～１１５ｃのうち少なくとも最上の配線層１１５ｃに配置されうる。導電性
パターン５００は、固定電圧（例えば、電源電圧、接地電圧）が印加されるパターンであ
りうるが、信号ラインに適用されてもよい。
【００３４】
　以下、導電性パターン５００を周辺回路部１０４の最上の配線層１１５ｃに配置した場
合において拡散防止膜１１４ｃの剥がれによる歩留まりの低下を評価した結果を説明する
。なお、導電性パターン５００が複数の配線層１１５ａ～１１５ｃのうち最上の配線層１
１５ｃに配置された場合において拡散防止膜１１４ｃの剥がれが最も顕著に現れうる。し
たがって、導電性パターン５００が最上の配線層１１５ｃより下の配線層１１５ａ、１１
５ｂに配置された場合は、以下で説明される歩留まりよりも高い歩留まりが得られる。
【００３５】
　まず、予備実験として、図３（ｂ）に示されるように主ライン５０１のみからなる導電
性パターン５２０（補助ライン５０２を有しない導電性パターン）を使って主ラインの幅
Ｗａと主ライン５０１の間隔Ｓａとの好ましい範囲を決定した。図５（ａ）には、配線層
１１５ｃに配置された導電性パターン５２０の主ライン５０１の幅Ｗａと拡散防止膜１１
４ｃの剥がれによる歩留まりの低下との関係を評価した結果が示されている。この評価に
おいて、隣り合う主ライン５０１の間隔Ｓａは１４０ｎｍとされた。図５（ｂ）には、配
線層１１５ｃに配置された導電性パターン５２０における隣り合う主ライン５０１の間隔
Ｓａと拡散防止膜１１４ｃの剥がれによる歩留まりの低下との関係を評価した結果が示さ
れている。この評価において、主ライン５０１の幅Ｗａは２０００ｎｍとされた。図５（
ａ）、図５（ｂ）の評価結果より、主ライン５０１の幅Ｗａを２５０ｎｍ以上かつ２００
０ｎｍ以下（０．２５μｍ以上かつ２μｍ以下）とすることによって、拡散防止膜１１４
ｃの剥がれによる歩留まりの低下を抑えることができることが分かる。
【００３６】
　図６には、補助ライン５０２を有しない導電性パターン５２０（図３（ｂ））と補助ラ
イン５０２を有する導電性パターン５００（図３（ａ））とについて拡散防止膜１１４ｃ
の剥がれによる歩留まりの低下を評価した結果が示されている。この評価では、主ライン
５０１の幅Ｗａは２０００ｎｍとされ、主ライン５０１の間隔Ｓａは１４０ｎｍとされた
。隣り合う主ライン５０１の間に複数の補助ライン５０２を配置することによって、図３
（ａ）に例示されるように、補助ライン５０２を有する導電性パターン５００は、破線を
構成するように配置された複数のスリット５１０を有する。補助ライン５０２を有する導
電性パターン５００では、補助ライン５０２を有しない導電性パターン５２０に比べて著
しく歩留まりが低下することが分かる。これは、補助ライン５０２を設けることによって
、層間絶縁膜１１３ｃと拡散防止膜１１４ｃとの接触面積が小さくなり、逆に、密着性が
低い補助ライン５０２と拡散防止膜１１４ｃとの接触面積が大きくなるからであると推察
される。しかし、補助ライン５０２を設けないのでは、導電性パターンの抵抗値を低下さ
せることができない。つまり、補助ライン５０２を設けると拡散防止膜１１４ｃの剥がれ
によって歩留まりが低下し、補助ライン５０２を設けないと導電性パターンの抵抗値を低
下させることができないという課題が存在する。
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【００３７】
　本発明者は、上記のような課題を導電性パターン５００の占有率を適正化することによ
って解決した。図７には、補助ライン５０２の幅Ｗｂが４００ｎｍより小さい条件の下で
導電性パターン５００の占有率αと拡散防止膜１１４ｃの剥がれるによる歩留まり低下と
の関係を評価した結果が示されている。なお、固体撮像装置１００１の歩留まりが良いこ
とは、固体撮像装置１００１の信頼性が良いことを意味する。占有率αは、導電性パター
ン５００の上に以下のように定義される正方形の領域１０の中における導電性パターン５
００の面積（ＡＰ）を正方形の領域１０の面積（Ａ）で除した値を占有率α（＝ＡＰ／Ａ
）として定義される。
【００３８】
　ここで、正方形の領域１０は、（ａ）正方形の領域１０が、第１方向に平行な第１辺１
１および第２辺１２を有し、かつ、
（ｂ）複数の主ライン５０１が、第１辺１１に重なる第１ラインと、第２辺１２に重なる
第２ラインと、第１ラインと第２ラインとの間に配置された少なくとも１つのラインとを
含み、かつ、
（ｃ）正方形の領域１０が、少なくとも１つの補助ライン５０２を含む、
ように定義される。図３（ａ）に示された例では、例えば、主ライン５０１ａが第１辺１
１に重なる第１ライン、主ライン５０１ｄが第２辺１２に重なる第２ラインであり、主ラ
イン５０１ｂ、５０１ｃが第１ラインと第２ラインとの間に配置された第３ラインである
。
【００３９】
　換言すると、正方形の領域１０は、第１方向に平行で第１ラインに重なる第１辺１１、
および、第１方向に平行で第２ラインに重なる第２辺１２を有し、正方形の領域１０の中
に複数の補助ライン５０２の少なくとも１つを含むように定義される。
【００４０】
　一例において、正方形の領域１０は、各辺が５０００ｎｍ以上かつ２００００ｎｍ以下
の寸法を有しうる。また、一例において、第１ライン（５０１ａ）と第２ライン（５０１
ｄ）との間に配置された少なくとも２つのライン（５０１ｂ、５０１ｃ）の数は、５～１
５の範囲内（例えば１０）でありうる。
【００４１】
　図７より、補助ライン５０２を設けることによる歩留まりの低下を抑える観点では、占
有率αは、０．９以下であることが好ましく、０．８５以下であることが更に好ましいこ
とが分かる。また、導電性パターン５００の抵抗値を低下させる観点では、占有率αの下
限値は、より大きい値であることが好ましく、例えば、０．３３、０．５、０．６、０．
７または０．８とされうる。ここで、補助ライン５０２の幅Ｗｂが小さければ小さいほど
、歩留まりの低下が抑えられる。しかしながら、補助ライン５０２の幅Ｗｂを小さくする
ことは、導電性パターン５００の抵抗値を小さくするためには不利に作用する。よって、
補助ライン５０２の幅Ｗｂは、導電性パターン５００の抵抗値を小さくする観点において
、１０ｎｍ以上とされ、好ましくは５０ｎｍ以上とされ、更に好ましくは１００ｎｍ以上
とされうる。
【００４２】
　図７に示された評価において、占有率αは、主ライン５０１の幅Ｗａ、主ライン５０１
の間隔Ｓａ、補助ライン５０２の幅Ｗｂ、補助ライン５０２の間隔を種々の値にすること
によって変更されている。ここで、導電性パターン５００の抵抗値の低下およびレイアウ
ト面積の縮小の観点において、主ライン５０１の幅Ｗａは、２５０ｎｍ以上かつ２０００
ｎｍ以下であることが好ましく、４００ｎｍ以上かつ２０００ｎｍ以下であることが更に
好ましい。また、導電性パターン５００の抵抗値を低下させつつ拡散防止膜１１４ｃの剥
がれによる歩留まりの低下を抑える観点において、複数の主ライン５０１の各々の幅Ｗａ
は、複数の補助ライン５０２の各々の幅Ｗｂより大きいことが好ましい。
【００４３】
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　また、拡散防止膜１１４ｃの剥がれによる歩留まりの低下を抑えつつレイアウト面積を
縮小する観点において、主ライン５０１の間隔Ｓａは、１４０ｎｍ以上かつ５００ｎｍ以
下であることが好ましい。
【００４４】
　また、導電性パターン５００の抵抗値を低下させつつ拡散防止膜１１４ｃの剥がれによ
る歩留まりの低下を抑える観点において、スリット５１０の面積は、５６００００ｎｍ２

以上かつ２００００００ｎｍ２以下であることが好ましい。ここで、スリット５１０は、
複数の主ライン５０１における隣り合う任意の主ライン５０１と複数の補助ライン５０２
における隣り合う任意の補助ライン５０２とによって囲まれる部分である。導電性パター
ン５００における複数の主ライン５０１の数は、１２以上でありうる。
【００４５】
　導電性パターン５００は、複数の主ライン５０１および複数の補助ライン５０２のいず
れかに接続されたプラグ（例えばプラグ１２０）を含みうる。導電性パターン５００は、
該プラグを介して、導電性パターン５００の下および／または上に配置された配線層およ
び／またはパッド等の導電体に接続されうる。
【００４６】
　（第２実施形態）
　以下、本発明の第２実施形態を説明する。なお、第２実施形態として言及しない事項は
、第１実施形態に従いうる。図８には、補助ライン５０２の幅Ｗｂが４００ｎｍ以上かつ
２０００ｎｍ以下の条件の下で導電性パターン５００の占有率αと拡散防止膜１１４ｃの
剥がれるによる歩留まり低下との関係を評価した結果が示されている。図８より、補助ラ
イン５０２を設けることによる歩留まりの低下を抑える上で、占有率αは、０．７５以下
であることが好ましく、０．７３以下であることが更に好ましいことが分かる。また、導
電性パターン５００の抵抗値を低下させる観点において、占有率αの下限値は、より大き
い値であることが好ましく、例えば、０．３３、０．５、０．６または０．７とされうる
。
【００４７】
　図８に示された評価において、占有率αは、主ライン５０１の幅Ｗａ、主ライン５０１
の間隔Ｓａ、補助ライン５０２の幅Ｗｂ、補助ライン５０２の間隔を種々の値にすること
によって変更されている。ここで、導電性パターン５００の抵抗値の低下およびレイアウ
ト面積の縮小の観点において、主ライン５０１の幅Ｗａは、２５０ｎｍ以上かつ２０００
ｎｍ以下であることが好ましく、４００ｎｍ以上かつ２０００ｎｍ以下であることが更に
好ましい。また、導電性パターン５００の抵抗値を低下させつつ拡散防止膜１１４ｃの剥
がれによる歩留まりの低下を抑える観点において、複数の主ライン５０１の各々の幅Ｗａ
は、複数の補助ライン５０２の各々の幅Ｗｂより大きいことが好ましい。
【００４８】
　また、拡散防止膜１１４ｃの剥がれによる歩留まりの低下を抑えつつレイアウト面積を
縮小する観点において、主ライン５０１の間隔Ｓａは、１４０ｎｍ以上かつ５００ｎｍ以
下であることが好ましい。
【００４９】
　また、導電性パターン５００の抵抗値を低下させつつ拡散防止膜１１４ｃの剥がれによ
る歩留まりの低下を抑える観点において、スリット５１０の面積は、５６００００ｎｍ２

以上かつ２００００００ｎｍ２以下であることが好ましい。ここで、スリット５１０は、
複数の主ライン５０１における隣り合う任意の主ライン５０１と複数の補助ライン５０２
における隣り合う任意の補助ライン５０２とによって囲まれる部分である。
【００５０】
　（第３実施形態）
　第３実施形態は、導電性パターン５００の構成が第１および第２実施形態と異なる。図
９には、本発明の第３実施形態の導電性パターン５００が示されている。なお、第３実施
形態として言及しない事項は、第１又は第２実施形態に従いうる。
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【００５１】
　第３実施形態では、複数の補助ライン５０２は、複数の主ライン５０１のうち少なくと
も２つの主ラインを相互に接続し他の主ラインを接続しないように第２方向に平行に延び
た補助ラインを含む。例えば、補助ライン５０２ａ、５０２ｅ、５０２ｆは、主ライン５
０１ａと主ライン５０１ｂとを接続するが、他の主ライン５０１ｃ、５０１ｄを接続しな
いように、第２方向に平行に延びている。また、補助ライン５０２ｂ、５０２ｄ、５０２
ｇは、主ライン５０１ｃと主ライン５０１ｄとを接続するが、他の主ライン５０１ａ、５
０１ｂを接続しないように、第２方向に平行に延びている。
【００５２】
　他の観点において、複数の補助ライン５０２は、複数の主ライン５０１のうち第１グル
ープを構成する主ラインを相互に接続する第１補助ラインと、複数の主ライン５０１のう
ち第２グループを構成する主ラインを相互に接続する第２補助ラインとを含む。例えば、
主ライン５０１ａ、５０１ｂは、第１グループを構成し、補助ライン５０２ａ、５０２ｅ
、５０２ｆは、第１グループを構成する主ライン５０１ａ、５０１ｂを相互に接続する第
１補助ラインである。また、主ライン５０１ｂ、５０１ｃは、第２グループを構成し、補
助ライン５０２ｃは、第２グループを構成する主ライン５０１ｂ、５０１ｃを相互に接続
する第２補助ラインである。ここで、第１グループを構成する主ライン５０１の少なくと
も一部は、第２グループを構成する主ライン５０１と異なり、第１方向における第１補助
ラインの位置と、第１方向における第２補助ラインの位置とが互いに異なる。
【符号の説明】
【００５３】
５００：導電性パターン、５０１（５０１ａ～５０１ｄ）：主ライン、５０２（５０２ａ
～５０２ｈ）：補助ライン、Ｗａ：主ラインの幅、Ｓａ：主ラインの間隔、Ｗｂ：補助ラ
インの幅、Ｓｂ：補助ラインの間隔、１０１：半導体基板、１０２：光電変換部、１０３
：画素アレイ部、１０４：周辺回路部、ＷＳＴ：配線構造、１１０：ゲート、１１１：層
間絶縁膜、１１２：エッチングストップ膜、１１３（１１３ａ～１１３ｄ）：層間絶縁膜
、１１４（１１４ａ～１１４ｃ）：拡散防止膜、１１５（１１５ａ～１１５ｃ）：配線層
、１１６：光導波路材料、ＷＧ：光導波路、１０：正方形の領域、１１：第１辺、１２：
第２辺
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【図３】 【図４Ａ】
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【図４Ｄ】 【図５】
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【図８】 【図９】
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